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Creating a New Tomorrow

多様な分野で事業を展開し、環境の変化をとらえる基盤が構築されています。
住友商事は、資源・エネルギーや自動車、メディア、食料など、幅広い分野で事業を展開して
きました。さらに川上の製造から川中の流通、川下の小売や販売金融まで、環境の変化をと
らえ、さまざまな機能を発揮してビジネスを拡大し、それぞれの事業基盤を強化してきたこ
とが、全社の成長につながっています。
　この事業基盤をさらに強化・拡大することにより、新たな成長を実現していきます。
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セグメント別基礎収益の推移（国内・海外・その他を含む）

2006 2007 2008 2009

A Diverse Business               Portfolio

m 国内・海外・その他
m 金属
m 輸送機・建機
m インフラ
m メディア・ライフスタイル
m 資源・化学品
m 生活産業・建設不動産
m 新産業・機能推進

注記： 基礎収益＝（売上総利益－販売費及び一般管理費－利息収支＋受取配当金）×（1－税率）＋持分法損益
 ・ 事業部門の再編に伴い、過去の実績を組み替えて記載しています。
 ・ 2007年度、2008年度はサンクリストバル銀・亜鉛・鉛鉱山に係る一過性のヘッジ損益を除きます。

（年度）
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世界の油井管需要の半分を占める米国市場において、1980年代後半から問屋事業を開始しました。さらに2000年
以降、シームレス鋼管製造事業への参画や問屋網の拡充、加工・サービス事業の買収を通じ基盤強化に取り組んで
きた結果、鋼管流通業界で全米トップクラスの企業グループに成長しました。

設計から買い付け・建設までを請け負う当社の電力EPC*1納入実績は、国内商社トップクラスの約4万7,000MWに上
ります。新興国の経済発展に伴う電力需要の増加に対応するため、EPCで培った知見や経験を活かしてIPP／IWPP*2

へ事業展開してきました。商社の持つ資金調達・リスク管理・プロジェクト組成などの機能を発揮し、東南アジアに加
え、中東などでの基盤拡充に取り組んでいます。
*1 EPC（Engineering, Procurement and Construction）：工事込プラント建設請負形態
*2 IPP（Independent Power Producer）：独立発電事業者
 IWPP（Independent Water & Power Producer）：独立発電造水事業者

インドネシアで1996年に始めた自動車ファイナンスビジネスは、当社の信用力に基づく多様な資金調達方法、自社の
研修所と研修プログラムに支えられた人材力などを強みとして順調に拡大してきました。さらに2003年からは二輪
ファイナンスビジネスにも参入し、旺盛な自動車及び二輪需要を取り込み、2社合算で自動車ファイナンス業界トップ
3の規模にまで成長しています。

［米国］ 鋼管ビジネス

［バーレーン］ IWPPビジネス

［インドネシア］ 自動車ファイナンスビジネス

鋼管バリューチェーン

在庫管理、 
メンテナンス 納入、補修調達、輸送製造

土木・据え付け込み一括工事を請負い完工した
マレーシアのタンジュン・ビン火力発電所

バーレーンのヒッド発電造水事業

P.20
特集へ

OTO／SOF*持分損益

2007 
27億円

2009 
73億円

2009年3月に、パートナーである米国鉱山会社Apex Silver Mines Ltd.からMinera San Cristobal S.A.の権益を
買い取り、100%オーナーとなりました。これを契機に、新たに社長を派遣するなど当社主導での経営体制の強化
や操業の改善、コスト削減などの事業再生に取り組みました。現在では、操業はフル生産レベルを維持し、年間生産
量は銀で世界第3位、亜鉛で世界第6位のプロジェクトになっています。

［ボリビア］ サンクリストバル銀・亜鉛・鉛鉱山プロジェクト

サンクリストバルプロジェクト持分損益

加工、検査

2009 
182億円

2008 
–60億円
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株主構成比

株価／出来高

 高値・安値（左軸）  終値（左軸）  出来高（右軸）

大株主 （2010年3月31日現在）

株主名 持株数 
（千株）

出資比率 
（%）

1日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 80,383 6.43

2日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 79,331 6.34

3 LIBERTY PROGRAMMING JAPAN, INC. 45,652 3.65

4 三井住友海上火災保険株式会社 33,227 2.66

5 住友生命保険相互会社 30,855 2.47

6日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 29,545 2.36

7 住友金属工業株式会社 19,291 1.54

8日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 18,119 1.45

9日本生命保険相互会社 16,532 1.32

10 第一生命保険相互会社 15,889 1.27

09/4 5 6 7 8 9 10 11 12 10/1 2 3 4 5 6

株価（円） 終値 853 951 982 937 953 925 900 850 943 1,019 968 1,075 1,142 987 897

高値 977 971 1,108 979 1,006 968 961 886 964 1,113 1,076 1,085 1,163 1,120 1,018

安値 832 866 946 870 926 899 855 811 838 956 938 962 1,080 937 884

出来高（千株） 122,963 98,634 156,898 103,607 99,469 84,970 116,025 96,751 100,750 120,597 126,646 102,184 104,537 106,590 93,024

（注）株価及び出来高は、東京証券取引所におけるものです。

 お問い合わせ先

住友商事株式会社
インベスターリレーションズ部
TEL： 03-5166-3469 FAX： 03-5166-6292

e-mail：ir@sumitomocorp.co.jp

金融機関 その他の法人 外国法人等 個人その他
証券会社

’10 
（3月末）

’09 
（3月末）

’08 
（3月末）

（円） （百万株）

* OTO: P.T. Oto Multiartha（自動車ファイナンスビジネス）
 SOF: P.T. Summit Oto Finance（二輪ファイナンスビジネス）
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CATV局の広域運営規制の緩和をきっかけに、1995年、日本で初めて複数のCATV局を統括運営するJ：COMを設
立しました。世界に先駆け多チャンネルCATV、高速インターネット接続、固定電話の3サービスをワンストップで提
供できる体制を構築し、コンテンツの強化に努めた結果、加入世帯数は129万世帯（2001年12月末）から327万世帯
（2009年12月末）まで拡大しています。

1960年代に始まった当社のバナナ事業では、フィリピンでグループ会社直営農園を展開し、生産基盤を拡大してきま
した。近年では、日本国内での販売・流通網の構築を進めるとともに産地からの一貫した低温輸送による品質管理
や、「甘熟王」ブランドなどの商品開発に取り組み、国内販売シェア25%にまで成長しました。海外においても、今
後需要の増加が見込まれる中国・中東などでの販売を通じて、さらなる成長を目指します。

［日本］ メディアビジネス

［フィリピン］ バナナビジネス

P.24
特集へ

J：COMは、全国の大都市圏で展開するケーブルテレビ事業と、
映画やスポーツなどの専門チャンネルによる番組供給事業を通
じ、日本の多チャンネル放送市場を牽引しています。

Sumifru Group取扱高

2009

305億円

2001

–270億円

当期純利益
（（株）ジュピターテレコム
株主に帰属）

2004 
1,390万カートン

2009 
3,512万カートン

海外

日本

1カートン＝約13.5kg



1985年のプラザ合意以降、円高などへの対応から日本企業のアジア進出熱が高まる中、当社はインドネシア、フィリ
ピン、ベトナムで工業団地事業を展開。電気・水などのインフラ整備にとどまらず、現地法令・税制や労務問題に関す
るガイダンス、物流センターの運営、原材料の調達支援など、総合商社ならではの総合力を発揮したサポートを提供
しています。

［ベトナム］ 海外工業団地ビジネス

入居企業数

2009 
244社

多様な地域でビジネスを展開する住友商事

［IWPPビジネス］ 
［海外工業団地ビジネス］

［自動車ファイナンスビジネス］

［メディアビジネス］

［鋼管ビジネス］

［サンクリストバル 
銀・亜鉛・鉛鉱山プロジェクト］

［バナナビジネス］

その他

日系企業

2004 
166社
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A Diverse Regional Port     folio 

投資先国数／企業数※

投資先企業数構成比

※  当社事業会社のうち、船舶保有会社などのSPC（特別目的会社）47社を除く 
740社を地図上に記載しています。

各地域における市場成長をとらえるために、グローバルに事業を展開しています。
住友商事は、国内外で構築したビジネスモデルを他の地域に横展開してきました。さらに、それぞれのビジネス
モデルを経済情勢や消費動向に合わせて変化・適応させることにより、787社に上る事業会社が各地域における
市場の成長をとらえ、収益基盤を拡大しています。
　今後も、さまざまな地域で事業基盤を構築し、市場の成長を全社の成長につなげていきます。

Creating a New Tomorrow with

m 金属
m 輸送機・建機
m インフラ
m メディア・ライフスタイル
m 資源・化学品
m 生活産業・建設不動産
m 新産業・機能推進
m 国内・海外・その他

欧州

23ヵ国／93社

CIS

3ヵ国／15社
中国

83社

中東

7ヵ国／20社

アフリカ

3ヵ国／5社

アジア

12ヵ国／122社

m 国内・海外・その他
m 金属
m 輸送機・建機
m インフラ
m メディア・ライフスタイル
m 資源・化学品
m 生活産業・建設不動産
m 新産業・機能推進
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A Diverse Regional Port     folio 

• メディア
• 小売
• 不動産

• 金属製品
• 建設機械
• 油田開発

• 金属製品
• 発電
• 銅・金鉱山開発

地域別基礎収益の推移
 日本   先進国   新興国

478

299

1,514億円

668億円

737

2003年度 2009年度

日本

199社

大洋州

2ヵ国／26社

米州（NAFTA）

3ヵ国／161社

南米

9ヵ国／16社
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